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大震災における緊急水対策チーム
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概 要

未曾有の大震災後でも，人の営みが継続する限り，都市部のインフラは機能し続けることが望ま

れ，インフラが被災した場合，早急な復旧もしくは仮設での機能代替が求められる。水関連施設が

被災した場合，復旧・仮設の遅れは公衆衛生の悪化を招き，精神的ストレス，疫病の蔓延や周辺水

域の長期的汚染などの，2 次災害を引き起こす恐れがある。

水関連施設被災時の対応として，BCP (Business Continuity Plan, 事業継続計画) の策定は必要

不可欠であり，出来る限り想定外の事態が生じないよう，BCPは綿密に策定されるべきものと考え

る。しかし一方では，想定外の事態が生じた際に，柔軟に対応できる体制を整えておくことも重要

である。

被災時の水関連施設の課題の一つとして，避難所生活でのトイレの問題がある。各市町村では，

迅速に仮設トイレを確保する計画を立てているものの，搬入道路の断絶や依頼業者の被災等により

十分な数量を確保できない事態も想定される。また，東日本大震災時には，仮設トイレは足りてい

るものの，避難所生活の高齢者が，1 F に設置している仮設トイレまでの階段の昇降が体力的に厳

しく，水分の摂取を抑えた結果，脱水症状になった例も報告されている。このような一品一葉の

様々な状況下で，現場の状況に合わせて，避難所生活での水の問題を改善することができるプロ

フェッショナルな存在は，避難所での異臭や衛生環境の悪化を抑え，人間の尊厳を確保した生活を

送るために，非常に有効な存在と考えられる。

本論文では，過去の大震災から得られた情報と，東日本大震災で被災した南蒲生浄化センターの現

地視察を踏まえ，トイレの問題だけでなく，大震災による水関連施設被災後の迅速な仮設・復旧計

画等の被災時の様々な水の問題に関して，現場の状況に合わせて臨機応変に対応する“水のプロ

フェッショナル集団”である緊急水対策チームに関して提言する
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